チャランケ通信　第97号　2015年1月19日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

腹立たしい事は、翁長沖縄県知事に会おうとしない安倍政権閣僚
最近の政治の動きの中で、一番腹立たしく思ったのは、翁長沖縄県知事に対する安倍自公政権の対応である。翁長知事が上京して総理を始めとする閣僚に面会を求めても、対応した大臣は農水大臣一人だけであり、総理が直接面談しないだけでなく、沖縄担当でもある菅官房長官ですら多忙を理由に直接の面談を拒絶しているのだ。少なくとも沖縄県民が直接民主的な選挙で選んだ翁長知事であり、知事との面談を拒絶するという事は、沖縄県民とは合わないという事に等しい。　　

振興予算まで削減するとは、沖縄県民を侮辱するにも程がある
　さらに、それに輪をかけて問題だと思うのが来年度の予算案の中で、沖縄振興予算を減額にして、露骨な翁長知事に対するあてつけを行ったことである。しかも減額になった中で、辺野古への移転の費用だけは増額にしており、あまりにも沖縄県民の民意とかけ離れた安倍政権のやり方には、あきれてものが言えない。こうした安倍政権のやり方は、確実に国民からの離反を招くに違いない。民主主義国家の政権運営として、あまりにも党利党略が前面に出ており、沖縄県民を侮辱した事の責任をいつかは取らざるを得ないと見ている。
　民主党代表に岡田克也氏が、堅実な選択ではあるのだが…
　さて、民主党の代表選挙が終わり、岡田克也氏が代表に選出された。代表選挙の第1回目から接戦で、トップになったのは細野氏で298ポイント，次いで岡田氏が294ポイント、長妻氏は168ポイントで3位となり、細野・岡田両氏の間での決選投票になった。決選投票は国会議員だけの投票となり、岡田氏が133ポイントで細野氏120ポイントを破り、民主党代表の座に就くこととなった。岡田氏は民主党を未来志向の改革政党として政権政党にしていくことを打ち出していたのに対して、細野氏は過去と決別し、リセットしていくことで改革を強く打ち出していたのが印象的であった。国会議員の多数は、結局のところ堅実な岡田氏を代表に選出したわけだが、国会での論戦を通じて自民党との違いをどのように打ち出せるのか、課題は難問である。
再び提言したい、シンクタンクと党学校の創設を
　小生は、岡田氏を代表に選出する以外にないと思っていたのだが、どのような改革を進めていくのか、今一つ抽象的だったように思われる。岡田氏がかつて幹事長時代にシンクタンクや党学校を創り、政策のブラッシュアップと人材育成を進めてはどうか、と提言したのだが、取り入れてもらえなかった。是非とも、国民の目に改革政党を目指している具体的な目標として、改めてシンクタンク野党学校の設立などを考えてみてはどうなのか、提言しておきたい。
　補正予算と来年度予算の閣議決定、いよいよ国会での審議へ
2015年度政府予算案が1月14日閣議決定され、26日から始まる通常国会で審議されることになる。もっとも、その前段に、恒例となった2014年度補正予算案が提出されることになる。この補正予算からまず審議に入り、その後安倍総理の所信表明演説を皮切りに政府4演説、それに対する各党の代表質問を経て、来年度政府予算の本格的な審議は恐らく2月の中旬になるものと思われる。12月に解散・総選挙があったわけで、おそらく4月まで予算の審議が継続されるものの、暫定予算を組むまでには至らないものと見込まれている。つまり、衆参で圧倒的多数の与党体制があるだけに、政権側の思い通りに議会運営が展開していくことになるだろう。おそらく、予算が成立して以降、集団的自衛権関連の法案の審議が大きな山になるものと見られるのだが、どんな論戦が展開されるのか、野党側の動きも絡んで注目すべき点であろう。
注目される、戦後70年の「安倍談話」、歴史修正主義への警戒
　むしろ、今年度の最大の注目すべきイベントは、第二次世界大戦が終わって70周年と言う節目の年に当たっており、戦後50年に「村山談話」が取りまとめられ、歴代の内閣は安倍政権も含めてそれを継承していくことを明らかにしてきたのだが、安倍総理は70年目の「安倍談話」にどのような内容にしていくのか、国際的に注目されている。それは、中国や韓国・北朝鮮だけでなく、アメリカやヨーロッパの戦勝国も安倍総理の「歴史修正主義」に対して警戒し始めており、北東アジアの平和と安全にとって日本がいよいよ警戒すべきポジションを取り始めるのではないか、という疑念の台頭であろう。そうした流れをどう変えていけるのか、政治に課せられた課題は重いものがありそうだ。
税収増4.5兆円、新規公債発行4.4兆円減でうまくできた予算に見えるのだが…
さて、予算の中身について検討してみたい。ざっと概要を述べると、一般会計の歳出総額は、前年度当初予算と比べて0.5兆円増えて96.3兆円。ポイントとなる税収増は前年度より4.5兆円増えて54.5兆円になると見込んでいる。これを財源として、新規公債発行額(財政赤字)は、前年度比4.4兆円減となり、36.9兆円となる。税収増の残り0.1兆円とその他の収入0.4兆円を合わせた0.5兆円が歳出の増加に充てられる。
歳出の中身を見てみると、社会保障関係費が1兆円、国債費が0.2兆円増えるが、地方交付税が0.6兆円減となり、歳出総額の増加は0.5兆円にとどまる。この3つの経費以外の主要経費で増加するものは、防衛費(953億円増)、公共事業費(26億円増)であり、文教科学振興費、経済協力費、エネルギー対策費などは減額となっている。

この予算をみると、税収増をほぼ全額使って公債発行額を減額し、歳出の効率化等により財源を捻出し、社会保障費の自然増や充実、防衛関係費などの増に対応している。消費増税を見送ったことにより社会保障充実のための財源は減ったものの、子育て支援予算は確保されている。まことにうまく予算としては出来上がっていると言えよう。
問題は補正予算であり、本予算と補正を一体のもので検討を
田中秀明明治大学教授が、かねてから指摘されているように、問題は補正予算なのだ。今回の補正予算をみると税収増が1.7兆円、前年度剰余金2兆円、その他収入を合わせると合計4.5兆円も増えている。歳出では、公債発行減1.3兆円でしかなく、3.1兆円の増加となっている。これは、「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」の財源確保のための予算と見ていい。この補正予算はシーリングの対象外であり、本予算で減額された要求を補正予算で確保していても、関係者以外にはそれを見抜けないのである。
本予算と補正予算、それに特別会計を入れた連結予算で審議を
各省庁と財務省の間で、補正予算に回すことで握られていることを「補正回し」と呼ばれ、構造化していることを見失ってはなるまい。さらに、特別会計からの俗に「埋蔵金」を取り崩すことも一般会計ではプラスであるが、特別会計ではマイナスとなり赤字国債発行と同じことになるのだが、連結予算案となっていないため、その点が明らかになっていない。過去の安倍政権の連結実績を、決算ベースで検証された田中秀明明治大学教授の推計値によれば(『ダイヤモンド・オンライン』第523回特別レポート2015,1,16日より)、毎年100兆円を超す放漫財政になっていて財政再建には程遠い実態を明らかにされている。予算を審議する国会において、このような決算ベースから明らかになったとしても、それは過去の2年前の数値でしかなく、今年度の予算の中で補正予算と一体にした数値や特別会計も含んだ連結ベースの予算案を国会審議の場に提起するような改革が必要になっていると言えよう。
統一自治体選挙に向けた大盤振る舞いの「地方創生」予算、日本経済はますます衰退していくのでは

さらに、予算の中味で気になることがある。それは2015年4月の統一自治体選挙を睨んで「地方創生」のためと称する大盤振る舞いの予算である。今回の補正予算と来年度予算を合わせると1兆円を超す予算がつぎ込まれようとしている。地方財政計画ベースでは2兆円近くに膨張しているのだ。この施策は単年度では終わらず、地方の人口減少に歯止めをかけるべく、昨年12月27日に閣議決定された「街・人・しごと創生総合戦略」の一環として、今後5年間続けられるのだ。果たして、このような施策が日本経済の発展にどのような結果をもたらすのか、河野龍太郎BNPパリバのチーフエコノミストによれば、「地方創生」の美名の下、日本経済を衰退させる可能性を指摘されている。(「Weekly Economic Report 2015年1月19日号」cf.)その理由は、東京への経済資源の集中を弱め、地方に拡散させれば経済成長力を弱め、日本経済が衰退してしまうという物で、それ自身はさらに検討していく必要がある論点ではある。ただ、いたずらに選挙目当ての地方へのバラマキは、百害あって一利なし、と言うことになりやすいのだ。
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